














































































５ 保険会社保険業法第 116条第 2項





























８ 「生保の保険料、値上げへ 標準利率下げ確定」産経新聞電子版（平成 24年 9
月 4日）
























９ 「かんぽ・日生、保険料据え置き 主力商品で 4月以降」日本経済新聞電子版
（平成 25年 1月 20日）

























































１１ Case C-23//09 : Judgement of the court, 1 March 2011, Association Belge des Con-













































































































































１５ ABI Research Paper No.24, 2010 “The Use of gender in Insurance Pricing Analysing
the impact of a potential ban of the use of gender as a rating factor”
１６ 上掲 Table 7，p70






















１７ ABI News Release “European Court of Justice Gender ban is disappointing news for
UK insurance customers says the ABI”
１８ 大森忠夫「保険法」（1991），259頁
































－３３２－ 日本経大論集 第４２巻 第２号
このように、男女間の性別による保険料率の区分を禁止する EU司法裁判
所の判決は、直接には、日本には何ら義務を生じないが、日本に外圧という
形で影響を与える可能性は高いと思われる。また、日本では、男女間の収入
格差が顕著であること、および高額所得者における男性の比率が EU加盟国
より著しく高いことから、高額の保険商品を購入する被保険者に占める男性
の割合は、非常に高いと推定される。このような男性にとって、男女共通保
険料率による保険料の算出は、保険料の減額または保険金額の増加をもたら
し、保険加入のインセンティブを強く持つこととなる。
外国企業の保険会社が、このような男性のみをターゲットとした保険商品
を開発し、認可された場合、優良な高額保険契約者がそのような保険商品に
集中することとなることが予測される。そうなれば、前述の男性と女性によ
るインセンティブの違いによる逆選択の問題とは異なる保険契約者内の構成
が生じることになる。従って、日本においても、EU司法裁判所の判決に基
づいた法規制を速やかに施行する必要があると思われる。
イギリスにおける男女別保険料率禁止の影響 －３３３－
